
８　入札参加資格審査申請書類一覧表

（〇・・・必ず提出する書類　※・・・該当のある場合に提出する書類）

・建設工事は、第1号様式（その1）

・測量・コンサルタント等は、第1号様式（その2）

・物品・委託等は、第1号様式（その3）

・法人の場合 ：各地方法務局発行の履歴事項全部証明書

・個人の場合 ：市区町村長発行の身分証明書

※発行日は、申請日から3か月以内であること。

・法人の場合：代表者印 [法務局発行]

・個人の場合：事業主印 [市区町村長発行]

※発行日は、申請日から3か月以内であること。

【建設工事】

・最新の建設業許可申請書別紙二
（建設業許可申請時に提出する営業所一覧）を提出すること。

※別紙二で委任先の最新内容が確認できない場合は、
「建設業許可に係る変更届出書（受付印あり）を併せて
提出すること。

【物品・委託等】

・任意様式

・代表者が、契約等の権限を代理人に委任する場合に必要。

・使用人の一覧表で代理人の最新の内容が確認できない
場合は、最新内容がわかる「建設業許可に係る変更届出書
（受付印あり）」を併せて提出すること。

・任意様式
（経営事項審査申請時に添付又は掲示したものの写し可）

※申請前に確定申告を終えた最新の決算2か年の営業年度

7
測量・コンサルタント業務等
実績調書

- 〇 -
・任意様式
※直前2年間の主な契約実績（完了）を記入すること。

8 物品・委託等実績調書 - - 〇
・任意様式
※直前2年間の主な契約実績（納品・完了）を記入すること。

9 技術者経歴書 - 〇 - ・任意様式

10

納税証明書【千葉県税】
（写し可）
※千葉県内に本店又は
　 営業所を有する者のみ

※ ※ ※
千葉県税の完納証明書（その２）[県税事務所発行]

※発行日は、申請日から３か月以内であること。

・法人の場合
　　： 法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書
　　　（その３の３）[税務署発行]

・個人の場合
　　： 所得税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書
　　　（その３の２）[税務署発行]

※発行日は、申請日から3か月以内であること。

--※
建設業法施行令第3条に規定
する使用人の一覧表(写し)

5

〇〇〇印鑑証明書(原本)3

〇-〇営業所一覧表4

6 工事経歴書 〇 - -

11
納税証明書【国税】
（写し可）

〇 〇 〇

2 登記事項証明書(写し可) 〇 〇 〇
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1 入札参加資格審査申請書 〇 〇 〇
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【建設工事】

・建設業法第3条第1項の規定による許可証明書の写し

※最新の許可証明書が用意できない場合は、国土交通省
HPより「建設業者・宅建業者等企業情報検索システム」で
「建設業者の詳細情報」を印刷し提出すること。
なお、委任する場合は併せて「営業所リスト」も提出すること。

【測量・コンサルタント等】

・測量法第５５条、土地家屋調査士法第８条及び
建築士法第２３条の登録を受けている場合は、
登録証明書（通知書不可）。

・地質調査業者登録、建設コンサルタント登録及び
補償コンサルタント登録を受けている場合は、現況報告書
又は登録通知書。

・計量法第１０７条の登録を受けている場合は、登録証明書
又は登録の謄本。

【物品・委託等】

・法令等により許可又は登録等を必要とするものは、
当該許可又は登録等の写しを添付

（例）警備業認定、建築物環境衛生総合管理業、
浄化槽清掃業許可、産業廃棄物収集・運搬業許可、
産業廃棄物処理業許可等

※発行日は、いずれも申請日から3か月以内であること。

・法人の場合 ：貸借対照表、損益計算書、
・法人の場合 ：株主資本等変動計算書

・個人の場合 ：貸借対照表、損益計算書

※任意様式
   申請前に確定申告を終えた最新の決算2か年の営業年度

14 工事等検査結果通知書 ※ - -
・当企業団が発注した100万円以上の建設工事で、
審査基準日の前2年以内に工事完了検査が終了
している工事等検査結果通知書の写しを提出

15 障害者雇用状況報告書等 ※ - -
・法定雇用率を達成している場合又は報奨金を受給
している場合は、障害者雇用状況報告書又は報奨金
支給申請書（受付印あり）の写しを提出

・建設業労働災害防止協会に加入している場合は、
同協会が発行する加入証明書の写しを提出

※発行日は、申請日から3か月以内であること。

・次のいずれかの協定を締結している場合は、協定書の
写し、協定を締結している団体に加入している場合は、
協定書の写し及び当該団体加入証明書の写しを提出

　ア 災害時における応急作業等の協力に関する協定

　イ 災害時における水道復旧活動に関する協定

　ウ 震災時における協定に関する協定

・直近に受けた経営事項審査結果通知書の写し

※申請日現在において、結果通知書記載の審査基準日
（決算日）から1年7か月を経過していないもの

※経営規模等評価結果通知書(写)において、(雇用保険・
健康保険・厚生年金)のいずれかが「無」となっている場合、
申請日時点で加入していることが確認できる資料等の提出
が必要

【注意】
審査基準日時点において、社会保険等への加入が確認
できない場合、入札参加資格者名簿に登載できないので
注意すること。

--※
建設業労働災害防止協会
加入証明書

16

--〇
経営規模等評価結果通知書
及び総合評定値通知書
(写し可)

18

※〇〇許可又は登録を証する書面12

13 財務諸表 - 〇 〇

17
災害時の水道復旧活動等
協定書

※ - -
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19 使用印鑑届 ※ ※ ※ ・第2号様式　契約等に使用する印が実印と違う場合に必要

・第3号様式　契約等の権限を代理人に委任する場合に必要

ただし、建設業者にあっては、建設業法の許可を有しない
営業所等の所長等に委任することはできない。

※1部をファイルに綴じ込み、1部は控え用として提出

21
適格請求書発行事業者の
登録通知書

※ ※ ※
・適格請求書等保存方式（インボイス制度）に登録している
場合は、登録通知書の写しを提出

20 委任状(2部) ※ ※ ※
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